
第９期介護保険事業計画（令和６年度～８年度）における介護保険料

１ 介護保険料基準額の計算方法と推移

介護保険制度は、国県町が負担する公費（計 50％）と介護保険料（40～64 歳の保険料：

27％、65 歳以上の保険料：23％）を財源として運営しているが、特に 65 歳以上の介護保

険料については、高齢者人口や介護給付費等の見込を推計し、３年に１回見直している。

◎介護保険料基準額の計算方法

【市町で必要な介護保険サービスの総費用】×【65 歳以上の負担分 23％】

【65 歳以上の人口 ※所得段階別加入割合補正後被保険者数】

※所得段階別加入割合補正後被保険者数

全ての被保険者が基準額（×1.0）を払うと仮定したときの被保険者数

◎介護保険料の推移

２ 介護保険料の所得段階

「所得に応じた負担」として、本町では次表のとおり所得段階に応じて保険料を定めて

いる。第８期計画では、国の標準段階は９段階であるが、町はさらに段階を分けた所得段

階とし、11 段階としている。（保険料設定の弾力化）

所得段階ごとに調整率を設定し、基準額に調整率を乗じた金額をその段階の介護保険

料としている。

期間 保険料基準額／年 保険料基準額／月

５期（平成 24 年度～平成 26年度） 60,750 円 5,062.5 円

６期（平成 27 年度～平成 29年度） 64,200 円 5,350 円

７期（平成 30 年度～令和２年度） 64,200 円 5,350 円

８期（令和３年度～令和５年度） 75,600 円 6,300 円
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◎８期計画 所得段階別介護保険料調整率（太子町と国の比較）

※調整率中の（ ）は、低所得者保険料軽減負担金を考慮した実際の調整率

３ ９期計画（令和６年度～８年度）の介護保険料基準額の設定

① 人口の推移（各年９月末時点）

人口推移については、65歳以上被保険者の人数は若干減少する見込みとしているが、

75歳以上の被保険者数は増加見込みとしている。

所得段階別加入割合補正後被保険者数 → 9,576 9,541 9,514 （合計）28,631

② 介護給付費の推移

介護給付費については、高齢者人口はある程度横ばいとなるが、75 歳以上人口が増

えることから、全体としては増を見込む。

対象者

（非→非課税、課→課税）

太子町 国

所得

段階

調整

率

所得

段階

調整

率

本人：非

世帯：非

生活保護受給者、老齢年金受給者
1

0.5

(0.3)
1 0.5

前年の課税年金

収入額と合計所得

金額の合計が

80 万円以下

80 万円超

120 万円以下
2

0.7

(0.5)
2 0.75

120 万円超 3
0.75

(0.7)
3 0.75

本人：非

世帯：課

80 万円以下 4 0.8 4 0.9

80 万円超 5 1.0 5 1.0

本人：課

前年の

合計所

得金額

が

120 万円未満 6 1.2 6 1.2

120 万円以上 210 万円未満 7 1.3 7 1.3

210 万円以上 320 万円未満 8 1.5 8 1.5

320 万円以上 400 万円未満 9 1.6

9 1.7400 万円以上 500 万円未満 10 1.7

500 万円以上 11 1.8

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R12 R17

40 歳～64 歳 11,287 11,335 11,404 11,405 11,401 11,389 11,172 10,398

１号被保険者数 9,223 9,216 9,226 9,207 9,173 9,148 9,056 9,039

65 歳～74歳 4,794 4,544 4,225 3,961 3,725 3,528 3,262 3,694

75 歳以上 4,429 4,672 5,001 5,246 5,448 5,620 5,794 5,345

総数 20,510 20,551 20,630 20,612 20,574 20,537 20,228 19,437



増の要因として、

(1) 実績の伸び率を勘案した給付費増額

(2) 看護小規模多機能居宅介護事業所の給付費増額

→ R3.10.1 開設にあたり、現状で利用者定員に余裕があることから、利用者数

の伸びを見込み、給付費を増額。

(3) 介護医療院の給付費増額

→ 指定権者は県となるが、太子病院が介護医療院を開設した場合を想定し、給

付費を増額。（開設検討の相談あり）

を考慮しているが、予防給付費もある程度増額を見込み、今般公表された介護報酬改

定も反映させ、３年間の総給付費の伸び率を 15.3％と見込んだ。（前回計画伸び率：

10.7％）

③ 介護保険料基準額の設定

①、②を参考に、下表のとおり介護保険料基準額を設定した。

◎介護保険料基準額 ＝ 2,217,989,181／98.5％／28,631

≒ 78,648 円／年（6,500 円／月）※月額分は 100 円未満切捨

前回計画と比較して 200 円の増となるため、介護給付費準備基金を取り崩し、前回計

画と同額（6,300 円）で設定できればよい。

３カ年合計 令和６年度 令和７年度 令和８年度

A 介護給付費 8,120,327,340 2,594,353,229 2,703,361,260 2,822,612,851

B 地域支援事業費 397,302,605 129,968,396 132,343,028 134,991,181

B'
介護予防・日常生活

支援総合事業費
161,701,938 53,166,213 53,837,405 54,698,320

C
第１号被保険者負担額

（A+B）×23％
1,959,054,887 626,593,974 652,211,986 680,248,927

D
調整交付金相当額

（A+B'）×5%
414,101,464 132,375,972 137,859,933 143,865,559

E 調整交付金見込割合 1.23％ 1.79％ 2.61％

F
調整交付金見込額

（A+B')×E
157,016,000 32,564,000 49,354,000 75,098,000

G 市町村特別給付費 1,848,830 596,530 616,202 636,098

H
保険料収納必要額

C+D-F+G
2,217,989,181 ※保険料収納率を 98.5％と見込む



④ 保険料所得段階の見直し

一方、国では、本年６月 16 日に閣議決定された経済財政運営と改革の基本方針 2023

において、「介護保険料の上昇を抑えるため、利用者負担の一定以上所得の範囲の取扱

いなどについて検討を行い、年末に結論を得る」とされている。

制度見直しの方向性としては、「介護保険制度の持続可能性を確するためには、高齢

化の進行により、介護費用の総額が増加している中にあっても、低所得者の保険料上昇

を抑制する必要がある。」と考えられ、「既に多くの保険者で９段階を超える多段階の保

険料設定がなされていることも踏まえ、標準段階の多段階化、高所得者の標準乗率の引

き上げ、低所得者の標準乗率の引き下げ等について検討」されており、その結果、12 月

22 日に調整率等が示された。

◎所得段階別介護保険料調整率（８期計画と９期計画の比較）

国の所得段階をもとに、町も改めて所得段階を考える必要があるが、第８期計画で国の

所得段階が９段階であるのに対し、町は 11 段階設定していることを踏まえ、弾力的に所

得段階を設定すべきである。

対象者

（非→非課税、課→課税）

所得

段階

調整率

9期

から

8期

まで

本人：非

世帯：非

生活保護受給者、老齢年金受給者
1 0.455 0.5

前年の課税年金

収入額と合計所得

金額の合計が

80 万円以下

80 万円超

120 万円以下
2 0.685 0.75

120 万円超 3 0.69 0.75

本人：非

世帯：課

80 万円以下 4 0.9 0.9

80 万円超 5 1.0 1.0

本人：課

前年の

合計所

得金額

が

120 万円未満 6 1.2 1.2

120 万円以上 210 万円未満 7 1.3 1.3

210 万円以上 320 万円未満 8 1.5 1.5

320 万円以上 420 万円未満 9 1.7

1.7

420 万円以上 520 万円未満 10 1.9

520 万円以上 620 万円未満 11 2.1

620 万円以上 720 万円未満 12 2.3

720 万円以上 13 2.4



さらに、①介護保険料基準額を据え置ける状態であること

②令和 12 年度以降の介護保険料が高騰することが見込まれること

等を踏まえ、国の 13 段階に１段階追加し、より高所得者に介護保険料を納めていただ

くことが必要である。

◎９期計画 所得段階別介護保険料調整率（案）

※所得段階の９及び 10 について、国の所得基準に合わせてラインを 400 万円⇒420 万円としたい。

これらを踏まえた上で、介護給付費準備基金残高が令和４年度末で約３億 3,000 万円あ

ることから、一定額基金を取り崩し、介護保険料の平準化を図ることとしたいが、全額取

り崩してしまうと、後年度に大きな影響を及ぼす（特に、令和 17年度以降は介護保険料

が 8,000 円に迫る）ことから、第９期計画期間で 8,000 万円（残高の約４分の１）を取り

崩すこととし、令和６年度～令和８年度の介護保険料を第８期計画時と同額の 6,300 円／

月としたい。

◎取り崩しを考慮した介護保険料基準額

＝ 2,137,989,181／98.5％／28,354

≒ 76,552 円／年（6,379 円／月）※月額分は 100 円未満切捨

対象者

（非→非課税、課→課税）

太子町 国

所得

段階

調整

率

所得

段階

調整

率

本人：非

世帯：非

生活保護受給者、老齢年金受給者
1

0.455

(0.285)
1 0.455

前年の課税年金

収入額と合計所得

金額の合計が

80 万円以下

80 万円超

120 万円以下
2

0.685

(0.485)
2 0.685

120 万円超 3
0.69

(0.685)
3 0.69

本人：非

世帯：課

80 万円以下 4 0.8 4 0.9

80 万円超 5 1.0 5 1.0

本人：課

前年の

合計所

得金額

が

120 万円未満 6 1.2 6 1.2

120 万円以上 210 万円未満 7 1.3 7 1.3

210 万円以上 320 万円未満 8 1.5 8 1.5

320 万円以上 420 万円未満 9 1.7 9 1.7

420 万円以上 520 万円未満 10 1.9 10 1.9

520 万円以上 620 万円未満 11 2.1 11 2.1

620 万円以上 720 万円未満 12 2.3 12 2.3

720 万円以上 820 万円未満 13 2.4
13 2.4

820 万円以上 14 2.5



◎９期計画所得段階別介護保険料（案）

対象者

保険料率
保険料

【年額】

町民税課税

非：非課税

課：課 税
所得等

世帯 本人

第１段階 非 非

老齢福祉年金受給者

又は生活保護受給者 0.455

（0.285）

34,398 円

（21,546 円）

合
計
所
得
金
額
の
合
計

前
年
の
課
税
年
金
収
入
と

80 万円以下

第２段階 非 非
80 万円超え

120 万円以下

0.685

（0.485）

51,786 円

（36,666 円）

第３段階 非 非 120 万円超え
0.69

（0.685）

52,164 円

（51,786 円）

第４段階 課 非 80 万円以下 0.80 60,480 円

第５段階 課 非 80 万円超
1.00

（標準）
75,600 円

第６段階 課

前
年
の
合
計
所
得
金
額

120 万円未満 1.20 90,720 円

第７段階 課
120 万円以上

210 万円未満
1.30 98,280 円

第８段階 課
210 万円以上

320 万円未満
1.50 113,400 円

第９段階 課
320 万円以上

420 万円未満
1.70 128,520 円

第 10 段階 課
420 万円以上

520 万円未満
1.90 143,640 円

第 11 段階 課
520 万円以上

620 万円未満
2.10 158,760 円

第 12 段階 課
620 万円以上

720 万円未満
2.30 173,880 円

第 13 段階 課
720 万円以上

820 万円未満
2.40 181,440 円

第 14 段階 課 820 万円以上 2.50 189,000 円


